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１ ． 新たな区分『 事業対象者』 について

( １ ) 事業対象者数の推移

（ ２ ） 事業対象者に関するよく あるお問い合わせ

問１  総合事業のサービスは「 事業対象者」 でないと利用ができないの

か。   

総合事業のサービスは、 「 要支援１ ・ ２ 」 の方と 「 事業対象者」 の方が利用ができ

るサービスと なり ますので、 「 要支援１ ・ ２ 」 の方は「 事業対象者」 手続きは不要で

す。  

問２  基本チェ ッ ク リ スト のいずれかの項目に該当し た場合、 必ず「 事業

対象者」 になること ができるのか。  

「 事業対象者」 は、 基本チェ ッ ク リ スト の判定該当基準のいずれかに該当し 、 か

つ地域包括支援センタ ーによるアセスメ ント においてサービスの必要性があると 判

断さ れた方と なり ますので、 基本チェ ッ ク リ スト の判定該当基準にに該当し ただけ

では、 事業対象者になるこ と はできません。  

川崎市介護予防・日常生活支援総合事業

(人)
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問３  認定申請と併せて「 事業対象者」 の手続きを行う こ とは可能か。  

本市においては、 認定申請と 同時または認定申請中の方が「 事業対象者」 の手続き

を行う こ と はできません。  

原則、 本市においては新規の介護サービス利用希望の相談があった場合、 基本チェ

ッ ク リ スト のみによる本人の状態の判断が困難なため、 本人の状態等を適切に踏まえ

適切なサービスにつなげるため、 本人が「 事業対象者」 手続きを希望する場合を除

き、 これまで同様、 認定申請の案内を行いますので、 認定申請と 併せて「 事業対象

者」 の手続きを行う こ と は不可と なり ます。  

 また、 要支援の方等で認定有効期間の満了を迎える利用者の方についても 、 「 事業

対象者」 手続きにより 、 有効期間終了日以降、 引き続き総合事業のサービスのみを利

用するこ と は可能ですが、 こ の場合も 、 認定有効期間満了日までに、 ケアマネジメ ン

ト のプロセスにおける本人の希望や本人の状況等から適切なサービスにつなげるこ と

に留意し 、 更新申請を行う か「 事業対象者」 手続きを行う か、 いずれかを選択する必

要があり ます。  

問４  「 事業対象者」 と なるメ リ ッ ト は何でし ょ う か。  

 総合事業のサービスのみの利用であれば、 認定申請を経ずに「 基本チェ ッ ク リ ス

ト 」 による判定と 「 介護予防ケアマネジメ ント 依頼届出書」 の提出により 、 当該サー

ビスを利用できるこ と から 、 簡易かつ迅速にサービス利用が可能と なり ます。  

こ のこ と から 、 例えば、 新規の介護サービス利用希望の相談があった場合は、 当

面、 状況の変化等により 認定申請が必要と なるまで、 「 事業対象者」 と し てサービス

を利用する等の活用も選択肢の一つと なると 考えます。  

また、 認定更新対象の方について、 「 訪問型サービス」 「 通所型サービス」 の利用

のみであれば、 認定期間終了日以降、 迅速かつ確実にサービス利用につなげるため

「 事業対象者」 手続きを選択するこ と も一つの選択肢と なると 考えます。  

ただし 、 「 事業対象者」 が利用できるサービスは、 あく まで総合事業の「 訪問型サ

ービス」 「 通所型サービス」 のみであるこ と 、 支給限度額が要支援１ 相当額であるこ

と 等、 注意点もご留意の上、 手続きを進める必要があり ます。  

川崎市介護予防・ 日常生活支援総合事業Ｑ＆Ａ よく ある問い合わせ 

１ ． 新たな対象者区分「 事業対象者」 関係抜粋
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２ ． 通所型サービスについて

（ １ ） 川崎市総合事業通所型サービスの類型

総合事業<通所型サービス> 

サービス名称 介護予防通所サービス 介護予防短時間通所サービス 

種別コ ード  A6( 通所型サービス（ 独自） )  A7( 通所型サービス（ 独自/定率） )

人員基準 予防通所介護と 同様 ・ 管理者 

・ 介護職員 

対象者 ・ 要支援認定者 

・ 事業対象者 

サービス内容 予防通所介護と 同様のサービ

スで 3 時間以上の支援 

予防通所介護と 同様のサービスで

1. 5 時間以上の支援

報酬 1 回あたり の単価

利用者負担 1 割または 2 割

請求方法 国保連合会経由

（ ２ ） 介護予防短時間通所サービスの状況

川崎市介護予防・ 日常生活支援総合事業の実施に伴い川崎市独自サービス

である『 介護予防短時間通所サービス( A7) 』 を創設し平成２ ９ 年９ 月時点で

６ 事業所で実施中！

介護予防短時間通所サービスの指定手続きに係る詳細については、 川崎

市総合事業専用ナビダイヤル（ 0570-040-114） までお問い合わせいただ

く か、 川崎市総合事業ホームページをご覧く ださ い。  

＜Ｕ Ｒ Ｌ ＞ht t p: //www. ci t y. kawasaki . j p/350/page/0000074854. html  

【 介護予防短時間通所サービスのリ ーフレッ ト 案】  
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３ ． 訪問型サービスについて

（ １ ） 川崎市総合事業訪問型サービスの類型

総合事業<訪問型サービス> 

サービス名称 介護予防訪問サービス 

種別コ ード  A2( 訪問型サービス(独自) )

訪問介護員の 

主な資格要件 

・ 介護福祉士 

・ 初任者研修修了者 

・ 生活援助特化型研修（ 暮らサポ研修） 修了者 

など  

対象者 ・ 要支援認定者 

・ 事業対象者 

サービス内容 予防訪問介護と 同様 

（ 暮らサポ研修修了者は、 身体介護を除く 生活援助のみ提供可）  

報酬 1 週あたり の単価

利用者負担 1 割または 2 割

請求方法 国保連合会経由

（ ２ ） かわさ き暮らし サポータ ーの状況

川崎市介護予防・ 日常生活支援総合事業の実施に伴い、 生活援助特化型の

従事者になれる新たな資格『 かわさ き暮らしサポータ ー』 を設定し 、 平成 29

年 8 月末時点で 109 名が修了し ており 、 また研修機関についても ６ 法人に増

えており ます。  

研修機関の指定手続きに係る詳細については、 川崎市総合事業専用ナビ

ダイヤル（ 0570-040-114） までお問い合わせいただく か、 川崎市総合事

業ホームページをご覧く ださ い。  

 ＜Ｕ Ｒ Ｌ ＞ 

ht t p: //www. ci t y. kawasaki . j p/kur ashi /cat egor y/23-1-11-3-13-11-0-0-0-0. html
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４ ． 川崎市生活支援等サービスの情報公表について

  川崎市では、 高齢者ができる限り 住み慣れた地域で自分らし く 暮ら し 続

けるための街づく り に取り 組んでいます。 その一環と し て、 川崎市内にお

いて企業等のみなさ まが現在実施中の高齢者も利用できる「 生活支援等サ

ービス」 の情報を川崎市が集約し 、 平成29年6月から インタ ーネッ ト を活

“ ”用して 見える化 を行い、 情報発信し ています。  

  検索方法等は、 お手元のリ ーフレッ ト をご確認く ださ い！ 

５ ． 介護予防ケアマネジメ ント C の実施について

利用者が住み慣れた地域で在宅生活を続けられるよう 、 目標の達成に向

けた取り 組みと し て民間企業等の保険外のサービス利用を含めたケアマネ

ジメ ント を実施し た場合、 そのアセスメ ント 等のプロセスを評価し 、 総合

事業の介護予防ケアマネジメ ント 費（ 介護予防ケアマネジメ ント Ｃ ） と し

て報酬を支払う 仕組みを平成29年11月提供分から実施。  
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（ １ ） 実施方法

ア 対象者 要支援者・ 事業対象者 

イ  名称 インフォーマル加算 

ウ 単位数 ３ ０ ０ 単位 

エ 対象と なる保険外のサービス等（ 以下、 「 保険外サービス等」 と

いう ）  

ア） 川崎市生活支援サービス等情報公表に掲載されているサービス 

イ ） 川崎市いこい元気広場事業 

オ 算定条件  

ア） 新規に介護予防ケアマネジメ ント を実施する場合で、 保険外サ

ービス等も含めた介護予防サービス支援計画の作成を行っている

場合、 所定単位数を初回加算に加えて「 インフォーマル加算」 算

定するこ とができる。  

（ 契約の有無に関わらず、 介護予防ケアマネジメ ント の実施が終

了して二か月以上経過し た後に、 介護予防ケアマネジメ ント を実

施する場合を含む）  

イ ） 「 要介護者」 が「 要支援認定」 または「 事業対象者」 の判定を

受け、 介護予防ケアマネジメ ント を実施する場合、 所定単位数を

初回加算に加えて「 インフォーマル加算」 算定するこ とができ

る。  

ただし 、 次のいずれかに該当する場合は算定すること ができない 

初回加算に加えて「 介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連

携加算」 を算定する場合 

介護予防福祉用具貸与等、 提供月に介護予防給付が含まれる場

合の「 介護予防支援費」 と し て請求する場合 

（ ２ ） 介護予防ケアマネジメ ント 実施について

   ア 基本的な考え方 

     介護予防ケアマネジメ ント は、 介護予防の目的である「 高齢者が

要介護状態になるこ と をできる限り 防ぐ 」 「 要支援・ 要介護状態に

なってもその悪化をできる限り 防ぐ 」 ために、 高齢者自身が地域に

おける自立し た日常生活を送れるよう 支援するものであり 、 従来か

らのケアマネジメ ント のプロセスに基づく ものである。  
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イ  インフ ォーマル加算を算定する場合の介護予防サービス・ 支援計画書記載項目 

【 介護予防サービス・ 支援計画書に記載する３ 点の掲載場所の画面例】  

URL: ht t p: //kana. r akur aku. or . j p/r sr c/141305/i ndex/t ag/ 

サービスカテゴリ

事業所名称

掲載管理番号 

ポイント

インフォ ーマル加算を算定するために、 介護予防サービス・ 支援計画書の

「 サービス種別」 「 事業所」 の欄に次の３ 点を記載し てく ださ い。  

サービス種別 

「 川崎市生活支援等サービスの情報公表」 に掲載のサービスカテゴリ を記載

し てく ださ い。  

事業所 

「 川崎市生活支援等サービスの情報公表」 掲載の企業等の名称及び「 K」 から  

始まる掲載管理番号を記載し てく ださ い。  
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ウ インフ ォーマル加算を算定する場合の介護予防サービス・ 支援計画書記載例 

【 記入例 】  

「 自炊経験が乏し く 料理を作れない利用者のため、 偏食により 体力が低下し 外出

の機会が減少し ている。 そのため、 調理をヘルパーと 練習し 、 調理の習慣化ま

でのつなぎと し て配食サービスを利用する。 」 と いう 目的のものと 、 介護予防

訪問サービスと 配食サービスを利用するケース。  

支援計画 

本人等のセ ルフ ケ

ア や家族の支援、

イ ン フ ォ ー マ ルサ

ー ビ ス （ 民間サー

ビス ）  

介護保険サービス  

又は地域支援事業 

（ 総合事業のサー

ビス ）

サービス 

種別 

事業所 

( 利用先)  
期間 

料理が作れないた

め、 配食サービス

を利用し 、 バラ ン

スのいい食事を定

期的にと れるよう

にする。  

塩分を 控え た献

立や調理方法を

紹介し  

一緒に作る。  

介護予防訪問サー

ビス  

配食サービス 

ヘルパ

ーステーシ

ョ ン  

弁当 

KS17050000

39 

平成 29 年 10

月 1 日～平

成 30 年 9 月

30 日 

週 60 分以下 

【 記入例 】  

「 1 人で買い物にいけるよう になり たいが、 歩行時にふらつきがみられ、 転倒の

危険がある。 そのため、 転ばずに移動できるよう にするための体づく り を行う

と と もに、 ふらつきがなく なるまで、 ヘルパーと 同行し 買い物に行く 。 」 と い

う 目的のもと 、 介護予防訪問サービスと いこい元気広場を利用するケース。  

支援計画 

本人等のセ ルフ ケ

ア や家族の支援、

イ ン フ ォ ー マ ルサ

ー ビ ス （ 民間サー

ビス ）  

介護保険サービス  

又は地域支援事業 

（ 総合事業のサー

ビス ）

サービス 

種別 

事業所 

( 利用先)  
期間 

転ばずに移動でき

る よ う に す る た

め、 体づく り の体

操を行う 。  

安全に外出でき

る ま で買い物に

同行する。  

介護予防訪問サー

ビス  

いこ い元気広場 

ヘルパ

ーステーシ

ョ ン  

いこ い

元気広場 

KI 00050000

01 

平成 29 年 10

月 1 日～平

成 30 年 3 月

31 日 

週 60 分以下 

8



9 / 12

（ ３ ） 介護予防ケアマネジメ ント Ｃ Ｑ＆Ａ 抜粋版

問１  「 川崎市生活支援等サービスの情報公表」 （ ウェ ブサイト ） には、

どのよう な情報が掲載されているのか。  

市内に存在する民間企業等が行っている生活支援等に資するサービスの情報につい

て、 法人等からの届出内容にもと づき掲載し ています。  

なお、 こ の情報は、 「 自助」 を支える取組みのひと つと し て、 地域に多様に存在す

るインフ ォーマルサービスの情報提供を目的と するものであって、 市がサービス内容

を保証し たり 、 利用を推奨するものではあり ません。  

また、 市では掲載規約を定め規約の遵守について書面で同意を求める等、 情報の質

の担保に努めています。  

問２  インフォーマル加算については、 「 川崎市生活支援等サービスの情

報公表」 （ ウェ ブサイト ） に掲載し ているサービスしか算定できない

のか。  

貴見のと おり です。  

報酬と し て支払う にあたって、 算定し たサービスの存在確認の必要があるこ と か

ら 、 インフ ォーマル加算を算定する場合においては、 「 川崎市生活支援等サービスの

情報公表」 （ ウェ ブサイ ト ） に掲載さ れているサービスに限定さ せていただいており

ます。  

なお、 市内に店舗や事業所が存在し 高齢者も利用できる「 生活支援等サービス」 を

現在実施し ているサービスであれば、 応募は可能と なり ますので、 地域に該当し そう

な店舗や事業所がございまし たら 、 ぜひ当ウェ ブサイ ト の御紹介をお願いいたし ま

す。  

規約では、 掲載できない業種又は業者（ 第6条第1号～18号） 、 掲載基準（ 第7条第1号～9

号） 、 応募手続き （ 第8条） 、 応募条件（ 第10条） 、 禁止行為と 責任（ 第11条） 、 免責事項

（ 第18条）  等を定め、 虚偽やその可能性があると 市が判断し た場合等、 掲載を不承認あ

るいは掲載を取り 消すこ と ができるも のと し ています。  
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問３  支給限度額管理対象の予防給付の利用がある場合は（ 介護予防支援

費となる場合） 、 インフォーマル加算の算定できないという 理解でよ

いか。  

貴見のと おり です。  

イ ンフ ォーマル加算については、 総合事業におけるケアマネジメ ント Ｃ と し て実施

する本市独自の介護予防ケアマネジメ ント 費と なり ます。  

提供月において、 支給限度額管理対象の予防給付（ 福祉用具や訪問看護等） の利用

がある場合で「 介護予防支援費」 と し て請求する場合は、 インフ ォーマル加算の算定

はできません。  

問４  介護予防サービス支援計画を再度作成する際にインフォーマルサー

ビスを位置付けた場合や、 別のインフォーマルサービスを追加し た場

合もインフォーマル加算の算定は可能か。  

新規に介護予防ケアマネジメ ント を実施し た際にインフォーマル加算を算定し た以

降の、 算定要件については、 初回加算同様『 契約の有無に関わらず、 介護予防ケアマ

ネジメ ント の実施が終了し て二か月以上経過し た後に、 介護予防ケアマネジメ ント を

実施する場合』 等と なり ます。  

ただし 、 次のいずれかに該当する場合は算定するこ と はできませんので御注意く だ

さ い。  

初回加算に加えて「 介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算」 を算定する

場合 

介護予防福祉用具貸与等、 提供月に介護予防給付が含まれる場合の「 介護予防支援

費」 と し て請求する場合 

問５  インフォーマル加算を算定する場合、 給付管理票はどのよう に記載

するのか。  

インフ ォーマル加算の対象と なるサービスは、 指定介護事業所（ 第１ 号事業） のサ

ービスではないため、 給付管理票への記載の必要はあり ません。  
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問６  インフォーマル加算を算定する場合、 サービス担当者会議の開催に

おいてインフォーマルサービスを実施する店舗や企業等の担当者も参

加してもらう 必要があるか。  

インフ ォーマル加算については、 地域包括支援センタ ー等において、 公的な介護サ

ービス等の提供範囲を超えた日常生活支援等を必要と する利用者の自立に向けた目標

の達成のため、 民間企業等の保険外のサービス利用を含めたケアマネジメ ント を実施

し た場合、 そのアセスメ ント 等のプロセスを報酬で評価するものです。  

「 第１ 号介護予防ケアマネジメ ント 」 におけるサービス担当者会議等による専門的

意見の聴取について、 インフ ォーマルサービスを実施する企業等の担当者については

必ずし も参加を求めるものではあり ません。  

問７  「 川崎市生活支援等サービスの情報公表」 に掲載し ている企業等の

みを介護予防サービス・ 支援計画に位置づけた場合、 インフォーマル

加算の算定は可能か。  

「 川崎市生活支援等サービスの情報公表」 に掲載し ている保険外サービス等のみを介

護予防サービス・ 支援計画に位置づけた場合は、 インフ ォーマル加算の算定はできま

せん。  

イ ンフ ォーマル加算は、 総合事業における介護予防ケアマネジメ ント と し て実施す

るもので、 総合事業による訪問型または通所型サービスに加え、 市内民間企業等の保

険外サービス等を含めたマネジメ ント を実施し た場合のプロセスを報酬と し て評価す

るものと なり ます。  

６ ． 川崎市介護予防・ 日常生活支援総合事業者の手続きについて

平成28年3月31日まで介護予防訪問介護・ 介護予防通所介護の指定を受

けている事業者については、 川崎市総合事業サービスの指定を受けたもの

とみなされており ます。  

 引き続き川崎市総合事業サービスを実施する場合、 更新手続きが必要と

なり ますが、 川崎市においては、 指定事業者の事務負担軽減のため事務手

続きの緩和を検討し ており ます。 詳細は平成29年12月頃に市ホームページ

でお知らせいたし ます。  
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７ ． 川崎市介護予防・ 日常生活支援総合事業お問い合わせ先等

川崎市総合事業に関するお問い合わせ先 ０ ５ ７ ０－０４ ０－１ １ ４

受付時間 8： 30～17： 15 月～金曜日（ 祝日、 12/29～1/3を除く ）  

 『 川崎市ト ッ プページ』 『 く ら し ・ 手続き』 『 福祉・ 介護』 『 高齢

者・ 介護保険』 『 介護保険制度』 『 事業者入口』 『 介護予防・ 日常生

活支援総合事業』  

ht t p: //www. ci t y. kawasaki . j p/kur ashi /cat egor y/23-1-11-3-13-0-0-0-0-0. ht ml
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